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要旨
　未曽有とされた東日本大震災から数年、東北地域の復興支援には多くの自治体や諸外国が関わ

り、ボランティアも東北に通いつめた。一方で、南海トラフ沖地震や首都圏直下型地震など、首都

圏から西日本全域に東日本大震災を超える規模の地震が発生することが、可能性から確実性へと移

行しつつある。日本有数の観光地である横浜や鎌倉や箱根などをもつ神奈川県においては、自然災

害はまさに居住も観光も足元から掬う脅威である。同時に、観光者を招き入れる自治体や地域に、

来訪者や一時滞在者に対して何らかの責任をもつことをも迫るが、そのリスク管理の現状はどう

なっているのか。本研究ノートはこの問題意識から現状調査と展望を明らかにすることを目的に湘

南総合研究所共同研究として 2012 年から 2013 年にかけて実施した調査結果の報告である。現在、

文科省科学研究助成費（2016 ～ 2018）によって継続調査を実施しているが、時間経過とともに変わ

る対策のベースラインの記録として本稿をまとめた。2013 年時点において、多岐に亘る災害対策

のメニューや周知徹底の困難さなどから、リスク管理は十分とは言えないことが明らかとなった。

キーワード：相模湾　　地震　　津波　　地域防災計画　　観光

1．はじめに

（1） 本研究の背景
　2011 年 3 月 11 日午後 2 時 46 分、東日本太平洋岸沿岸で発生した東北地方太平洋沖地震は、マ

グニチュード 9.0 の威力をもち、最大震度 7 の強い揺れと国内観測史上最大規模の津波を伴い、東

北・関東地方を中心とする広い範囲に甚大な被害をもたらした。アメリカ地質調査所（USGS）調査

によると 20 世紀において 4 番目に大きいマグニチュードの地震であり、その後発生した福島第一

原子力発電所の爆発事故も含めて、近代史上では類例のない規模の災害であったと伝えられてい

る。同震災による犠牲者は、死者 15,889 名、行方不明者 2,598 名、震災関連死 3,089 名、避難者は

24 万人 7千人に及んだ（警察庁、2014）。

　国は震災後から被害者捜索、避難者対応、原発事故、防災対策、生活と産業の復興など多岐に亘

る課題に対し、既存省庁の役割分担と新設省庁等により一斉に取り組んできた。生活や産業の復興
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に関しては、2011 年 4 月 14 日に東日本大震災復興構想会議を開始し、同年 6 月 24 日に「東日本大

震災復興基本法」を公布・施行開始した。27 日に東日本大震災復興対策担当大臣として平野達男氏

を任命、翌 2012 年 2 月 10 日には復興庁を発足した。また 2013 年 2 月には同庁内に福島復興再生

総局を設けた。現実の復興の進度は、被災状況や交通アクセス、自治体や都道府県が震災前から有

していたリスクマネジメントや域外連携等によって生じる条件によって異なっており、一様に進ん

ではいない。それでも災害廃棄物（がれき）撤去は 2014 年 3 月までに岩手県と宮城県で 100％終了、

福島県も 2015 年 3 月末までに 100％終了をめざすなど、発災から 5 年以内に津波堆積物の除去は

完了する見通しとされた。沿岸域の防潮堤建設は、日本造園学会を始めいくつもの提言があったに

も関わらず「津波を超える高さ」での建設を想定し、工事が進められている。

　東日本大震災は地震の揺れに伴う被害にとどまらず、直後に起きた大津波、福島第一原子力発電

所の爆発事故等が連鎖的に発生し、それまでの防災リスクマネジメントの考え方を根底から覆すも

のとなった。発災当初は「想定外」「未曾有」と形容されたが、地球の動きの中では「想定内」であるこ

とが徐々に明らかとなった。国は災害防止基本法に基づいて策定する防災基本計画の見直しを行

い、地方公共団体はこれに基づいて都道府県および市町村レベルの地域防災計画の点検・再検討と

策定を実施することとなった。その主眼となったのは、地震・津波対策の強化と原子力防災に関す

る対策の挿入である。消防庁調査によれば、海岸線を有する市町村 648 のうち、2010 年度時点に

おける地域防災計画に津波対策の記載がある市町村は 59％（385 市町村）に留まっている。記載がな

かった約 4割の市町村を含め、海岸線をもつ市町村では抜本的な見直しが急務となっている。2012

年 8 月には内閣府が南海トラフ巨大地震による津波被害想定地図（ハザードマップ）を公表した。32

万人とも推計される被害の巨大さが注目され、これらにも追い立てられるように、市町村の防災関

連部署は多岐にわたる対策に取り組んでいるところである。

　自然災害は時期や時間を選ばずに訪れる。その被害者には、当然のことながら帰宅途上の人々や

観光者、外国人なども含まれる。自然災害発生時のリスクマネジメントにおいてはこれらの人々も

含めて考えなければならないが、対策立案の主体である自治体のリスクマネジメントの対象者は住

民が最優先、観光者や外国人等への対応は進んでいるとは言えない。茅ヶ崎市を含む相模湾沿岸域

は、風光明媚な湘南地域とも称され、海水浴からサーフィン、マリンスポーツまで幅広い海洋レク

リエーションを提供する日本を代表するレジャー型海岸である。観光施設も海岸周辺に集積し、地

域経済もこれに依存する部分が大きい。観光入込客数においても藤沢市の海水浴客のピーク時入込

数は450万人（2004）、鎌倉市が113万人（2012）など九十九里浜に次ぐ集客力を有する海岸線である。

今後の地域政策や観光政策において、これらへの対応の整備は急務であると考えられる。

　本研究は、上記の現状と問題意識に基づき、相模湾沿岸域のうちいわゆる「湘南」に対象を絞り、

観光者に対する災害リスクマネジメントの実態と課題を明らかにすることを目的として開始したも

のであり、本稿はその基礎調査である。ここでの「湘南」とは、神奈川県「湘南なぎさプラン」の対象

範囲である大磯町から逗子市とした。

　なお本研究ノートは 2012 年度に実施した湘南総合研究所共同研究（「沿岸地域の自然災害発生時

リスクマネジメントに関する研究」共同研究者：片山清宏）において 2012 年および 2013 年 8 月時点

で行った調査を基本としている。ヒアリング調査結果等はその当時の情報によるものであることを

断っておく。
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（2） 本研究の目的と手法
　本稿は以上の背景に基づき、相模湾沿岸一帯における地震津波に対する 2013 年時点でのリスク

マネジメントの実態と課題を把握することを目的に行った。研究手法は、1）自治体、2）沿岸域観光

に関わる団体や事業者へのヒアリングとした。主な聴取項目は次の通りである。

1．津波被害予測から見た地域の特徴

2．津波避難への対策の現状について

3．課題・要望

　本研究の対象は、いわゆる「湘南」と称する自治体群のうち大磯町、平塚市、茅ヶ崎市、藤沢市、

鎌倉市、逗子市とした。

2．過去の地震被害からみた神奈川県および「湘南」

　神奈川県は、太平洋プレート、フィリピン海プレート、北米プレートが錯綜する地域に位置し、

東海地震、南関東地域直下の地震、その一つとしての神奈川県西部地震等の発生の切迫性が指摘さ

れている。長期的には南関東地震の発生も指摘されている。県内には、約 30 本の活断層が確認さ

れており、そのうち活動度が高いとされるＡ級活断層及び主要起震断層が 11 本が走っており、特

に神奈川県西部に顕著である（図表 1）。過去に神奈川県域に被害が発生した大規模地震の歴史は図

表 2の通りであるが、数十年おきの頻度で繰り返し大地震が県下を襲っており、小田原、鎌倉等が

被災地として記録に名を残していることから、これらの地域が神奈川県における地震常習地であっ

たことがわかる。

　一方、湘南各自治体への観光入込客数および海水浴客数の推移をみると図表3～5の通りである。

6 自治体の観光入込客数は年間 4,500 万人を超え（図表 3）、そのうち約 13％が海水浴客によって占

められている。海水浴客は、東日本太平洋沖津波地震が発生した 2011 年は一時的に前年の 6,528 千
人を下回る 4,678 千人であったが、2012 年には 5,916 千人と 100 万人を上回る増加を見た（図表 4）。

自治体間の海水浴客数比は図表 5 に示す通り藤沢市の比率が高く、62％を占めている。海水浴場

は、藤沢市、鎌倉市には各 3か所、他の自治体には 1か所ずつ設けられている（図表 6）。

図表１　神奈川県内の主な活断層

断層名 長さ 活動度 最新活動時期 平均活動間隔 評価の概要

神縄・国府津
－松田断層帯

約16km＋海域 A（一部B, C） 650～900年前 1000年～1100年
次の活動は今後数百年以内に起こる
可能性が高いです。

三浦半島
北断層群

20km
衣笠断層：13km
北武断層：12.5km
武山断層：9km

A～B 500～1000年前 1000年～16000年前
次の活動は今後数百年以内に起こる
可能性が高いです。

三浦半島
南断層群

7km＋海域
南下浦断層：3.7km
引橋断層：1.9km

B～C 2.2万～2万年前 不明（6100年以上）
次の活動は不明です。三浦半島北断
層群に比べて活動度は低いと推定さ
れます。

伊勢原断層 約13km B 2000年前以降、
西暦1707年以前

3300～5000年
次の活動まで千数百年以上の時間が
あると推定されます。

秦野断層 約3.5km A～B 約1.7万年前
またはそれ以降

不明
国府津－松田断層の活動に付随して
活動する可能性があります。

渋沢断層
約6km
渋沢西断層：1.7km
渋沢東断層：5.4km

A～B 1万年以降に活動が
あった可能性が高い

不明
活動時期は明らかでないが、神
縄・国府津－松田断層の活動に付随
して活動する可能性があります。

活動度A級：1000年あたり1m以上10m未満
活動度B級：1000年あたり0.1m以上1m未満
活動度C級：1000年あたり0.1m未満 （出典：神奈川県安全防災局（2004）「神奈川県の活断層」）
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図表 2　神奈川県に被害を及ぼした主な地震
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図表２ 神奈川県に被害を及ぼした主な地震 

 

西暦 和暦 地域（名称）

規模（マ
グニ
チュー
ド）

主な被害*3

818 弘仁9 関東諸国 7.5以上
（相模、武蔵、下総、常陸、上野、下野
などでの被害。圧死者多数。）

878.11.1 元慶2 関東諸国 7.4
（相模、武蔵を中心に被害。圧死者多
数。）

1257.10.9 正嘉1 関東南部 7.0～7.5
鎌倉で山崩れ、社寺・家屋倒壊などの被
害

1293.5.27 永仁1 鎌倉 7.0
鎌倉で社寺・家屋倒壊、焼失などの被
害。死者数数千から23,000人余の諸説あ
り。

1498.9.20 明応7 （明応地震） 8.2～8.4 鎌倉で津波により溺死者200人。

1605.2.3 慶長9 （慶長地震） 7.9 小田原で人馬数百死

1633.3.1 寛永10 相模、駿河、伊豆 7.0
小田原で最も被害が大きく、小田原市内
で死者150人、家屋全壊多数。箱根でも死
者あり。

1648.6.13 慶安1 相模、江戸 7.0
小田原領内で家屋全壊多数。箱根で死者1
人。

1649.9.1 慶安2 川崎、江戸 6.4
川崎で民家140～150軒などが倒壊。付近
の村でも家屋倒壊あり。死傷者多数。

1697.11.25元禄10 相模、武蔵 6.5 鎌倉で家屋全壊あり。

1703.12.31元禄16 （元禄地震） 7.9～8.2
沿岸部を中心に甚大な被害。小田原領内
で死者2,291人、家屋全壊8,007棟。津波
による被害もあり。

1782.8.23 天明2 相模、武蔵、甲斐 7.0
箱根、小田原で被害が大きく、住家約800
棟破損。

1812.12.7 文化9 武蔵、相模 6.1
横浜で家屋全壊22棟。付近でも死者、家
屋全壊あり。

1853.3.11 嘉永6 小田原付近 6.7
小田原を中心に被害。死者24人、負傷者
13人、家屋全壊1,088棟。

1855.11.11安政2 （（安政）江戸地震） 6.9
県東部を中心に被害。死者37人、負傷者
75人、家屋全壊64棟。

1894.6.20 明治27 東京湾北部*1 7.0
横浜市、橘樹郡を中心に被害。死者7人、
負傷者40人、家屋全半壊40棟。

1923.9.1 大正12 （大正関東地震） 7.9
死者・行方不明者33,067人、負傷者
56,269人、住家全壊62,887棟、住家焼失
68,569棟、住家流出136棟。

1924.1.15 大正13 丹沢山塊*2 7.3
関東地震の余震。死者13人、負傷者466
人、住家全壊561棟。

1930.11.26昭和5 （北伊豆地震） 7.3 死者13人、負傷者6人、住家全壊88棟。

1983.8.8 昭和58 神奈川・山梨県境 6.0 死者１人、負傷者23人。

2005.2.16 平成16 茨城県南部 5.3 負傷者1人。

2005.2.16 平成17 千葉県北西部 6.0 負傷者9人。

2011.3.11 平成23 （東北地方太平洋沖地震）9.0 死者4人、負傷者131人。

*1（（明治）東京地震とも呼ばれる。）

*2（丹沢地震とも呼ばれる。）

*3県内被害規模が想定できない場合は被害全体規模で表記し、（）内に記載

『日本の地震活動』（地震調査研究推進本部地震調査委員会編等から作成

出典：神奈川県地域防災計画（2012）
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図表３ 6 自治体年間観光入込客数の推移（2010-2012） 

 
 

 
図表４ ６自治体海水浴客の推移（2010-2012） 
 

 
図表５ 自治体間海水浴客数比 
 
図表６ 湘南６自治体の海水浴場 

 

自治体名 海水浴場名
大磯町 大磯
平塚市 湘南ひらつかビーチパーク
茅ヶ崎市 サザンビーチちがさき
藤沢市 片瀬東浜、片瀬西浜・鵠沼、辻堂
鎌倉市 材木座、由比ガ浜、腰越
逗子 逗子
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図表４ ６自治体海水浴客の推移（2010-2012） 
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図表 3　6自治体年間観光入込客数の推移（2010-2012）

図表 4　6自治体海水浴客の推移（2010-2012）

図表 5　自治体間海水浴客数比

図表 6　湘南 6自治体の海水浴場

自治体名 海水浴場名

大磯町

平塚市

茅ヶ崎市

藤沢市

鎌倉市

逗子

大磯

湘南ひらつかビーチパーク

サザンビーチちがさき

片瀬東浜、片瀬西浜・鵠沼、辻堂

材木座、由比ガ浜、腰越

逗子藤沢市
62％

鎌倉市
22％

逗子市
9％

大磯町
2％

平塚市
1％

茅ヶ崎市
4％
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3．ヒアリング調査結果および考察

3－1．対自治体　相模湾沿岸域各自治体における対観光者地震津波防災対策実態調査
　各自治体におけるヒアリング実施概要は以下の通りである。聞き手はいずれも筆者 1 名であっ

た。聴取項目は第 1章に示した。

3－1－1．結果
　ヒアリング項目別に自治体からの回答を一覧表で示す。

図表 7　対自治体ヒアリング実施概要

自治体 部署 ヒアリング日

大磯町 防災対策課 2013 年 8 月 16 日

平塚市 災害対策課 2013 年 8 月 26 日

茅ヶ崎市 防災対策課 2013 年 9 月 6 日

藤沢市 防災危機管理室 2013 年 8 月 26 日

鎌倉市 総合防災課 2013 年 8 月 26 日

逗子市 経営企画部 2013 年 9 月 5 日

1．津波避難対策からみた地域の特徴

大磯町 平塚市 茅ヶ崎市 藤沢市 鎌倉市 逗子市

海に丘陵地が迫

り、高台に逃げ

れば済む。

JR 以南に津波が

来る想定。相模

湾の形状から、

平塚市の海岸域

は、津波はかす

めていく。134 号

線は 8 ｍの標高

あり。金目川河

口の標高が低く、

そちらが襲われ

る可能性あり。

平坦で高台がな

い。相模川河口

から北東へ向け

て標高が高くな

る。住みやすい

が自然を活用す

ることができな

い。

相模湾沿岸で最

大の海水浴客を

迎える江の島を

擁する。

地震後に津波が

到達するまでの

予測時間が非常

に短い。多くの

観光客が海岸に

滞在する。

山に囲まれ平野

部が少ない。ト

ンネルを通って

市部に至る構造。

トンネルがつぶ

れると孤立する。

2．津波避難への対策の現状

2－① 地域防災計画

大磯町 平塚市 茅ヶ崎市 藤沢市 鎌倉市 逗子市

未作成。県のガ

イ ド ラ イ ン に

従って計画、避

難誘導方針を作

成する予定。

― ガイドラインを

平成 23 年度に広

報を通じて公開

済み。

ハンドブックを

平成 24 年 6 月か

ら各戸配布。各

自の家から一時

以前からのもの

を3.11後見直し、

平成 25 年 9 月 5

日に HP で公開。

平成24年度改訂、

HP で配信済み。

わかりやすいも

のに改訂する必

要あるが、未着

手。

3.11 以後休みな

く、作る余裕な

し。
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避難所までの経

路が見やすいよ

うに工夫。

2－② ハザードマップの整備

大磯町 平塚市 茅ヶ崎市 藤沢市 鎌倉市 逗子市

平成 25 年 3 月発

行、4 月 全 戸 配

布。県版の活用

神奈川県版を活

用し、市独自の

情報を追加。全

戸、公共施設、

業 者、 会 社、

スーパー等に配

布。

平成 24 年 6 月に

神奈川県版の最

大ラインを引い

て作成。A2 片面

とし壁貼りを可

能とした。

以前からあった

ものを改訂し、

平 成 25 年 に 発

行。

神奈川県発行版

を市域に落とし

込んだ。

平成 25 年 3 月全

戸配布、ネット

配信、主要施設

掲示。県版の他

数種類組み合わ

せたオリジナル

版。

全戸に配布済み。

2－③ 避難所、津波避難ビルの設置

大磯町 平塚市 茅ヶ崎市 藤沢市 鎌倉市 逗子市

避難所は指定済。 既存施設から耐

震構造、高さな

どを基準に選定。

周辺住民用。平

成 24 年 6 月時点

のものをハザー

ドマップに記載。

全小中学校と高

いマンションを

指定、標識をつ

ける。2013年8月

1日現在 153 か所

（うち 32 は小学

校）。

避難ビルは昭和

50年代から設定。

185 棟くらいあ

る。

大きな寺に一時

避難所を依頼。

沿岸のビルを避

難ビルとし、サ

イン掲示。

避 難 所 運 営 マ

ニュアルを作成

中。

2－④ 津波避難訓練実施

大磯町 平塚市 茅ヶ崎市 藤沢市 鎌倉市 逗子市

実施している。

津波防災の日前

後に実施。hザー

ドマップを作っ

た「その後」を課

題とする。（活用

方法）

実施している。

・2013

県の協力により、

平塚～湯河原に

かけて一斉に実

施。海水浴客と

住民の時間帯を

分けた。

（今後）ビッグレ

スキュー神奈川

県防災課への参

加を今後実施。

市主催で総合防

災訓練実施（9 月

21 日）

実施している

・2011

海水浴客を対象

に 7 月 2 日に実

施。毎週定期的

に訓練。

市民を対象に 7

月 31 日に実施。

海水浴場の人々

も避難させた。

・2012 以後

海水浴場は海開

きの日に実施し、

住民には 3 月 10

日に実施。市民

は 1 分間の安全

確保、JR 以南は

津波避難訓練。

実施している。

・2011 年以前か

ら実施してきた。

2011 年は実施せ

ず、

・2012年7月7日

に実施。市域全

域。

・2012 年は全域

にサイレンを鳴

らし、避難訓練

は沿岸のみ。

実施している。

2013 年 7 月 3 日

13 時 30 分 に 実

施。自治会によ

る自主訓練形態。

実施している。

2011 年 4 月予定

を 9 月に延期。

2012 年は神奈川

県主催で実施。

2013 年は各々居

場所からの避難

を実施。
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□ 実施からみた課題

避難場所を間違

えると「ここでは

ない」と言われ

西 側 が 手 薄 で

あった。「自治会

の取り決め」とし

避難誘導の声が

聞こえない。

走ってはいけな

2012 年は避難ビ

ルに入れなかっ

た。（民地のため）

自力避難困難者、

のんびりした人

など。避難時間

―

る。それは違う

はず。

て海側へ逃げて

しまった。点呼

をとって時間が

かかった、など。

いので、急ぎ目

の足で避難する

ことなど。

2013 年は参加者

少なく混乱なし。

にばらつき。

2－⑤ 人材育成

大磯町 平塚市 茅ヶ崎市 藤沢市 鎌倉市 逗子市

実施している。

・防災士

・自主防災組織

リーダー研修会

・職員研修の実

施

・自治会を自主

防災会として市

の協力により育

成している。

・防災訓練によ

る市民育成。

・初動の防災対

策機能の強化。

防災参与、防災

担当企画課長を

投入

・防災リーダー

を認定。市民全

員に発信してい

る

教育委員会が学

校で避難訓練実

施。

生 涯 学 習 セ ン

ターがマニュア

ル作成

市職員は動ける

ものが初動する。

自主防災組織を

自治会で作って

いるが市域の 72

～73％に留まる。

市民対象防災セ

ミナーを実施。

県総合防災セン

ターでの研修を

奨励。

2－⑥ その他

大磯町 平塚市 茅ヶ崎市 藤沢市 鎌倉市 逗子市

海抜表示板を平

成 22 年 度 30 箇

所、23年度 92箇

所設置。

平常時からの避

難誘導として海

抜表示板を設置

している。

オレンジフラッ

グの作成と配布。

サーフィン連盟

と協力し、市内

に 50 軒 程 度 設

備。

― 路面シートを迷

いやすい地点に

貼っている。

オレンジフラッ

グの活用。

海 抜 表 示 板 を

全市につけた。

（460 か所）。

路面シートを「再

帰蓄光反射板」を

用いて制作、英

語併記。道路に

貼り付けた。現

在 36 か所、目標

200 か所。

避難路の整備、

手すりの設置。

3．課題・要望

3－① 住民に望むこと

大磯町 平塚市 茅ヶ崎市 藤沢市 鎌倉市 逗子市

― 「絶対」はなく想

定外がありうる

という覚悟が必

要と思ってもら

市の体制づくり

もこれからの部

分がある。各家

庭での準備、地

避難した先が入

れなかったらど

うするか。自分

で判断して身を

とにかく早く逃

げないと助から

ない。避難場所

は町内会で考え

自助・公助・共

助のうち共助が

ないと防災は無

理
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いたい。市は最

大規模の想定を

しつつ対策をし

ている。

金目川は標高が

低く危険度高い。

域での再点検を

してほしい。

守ってほしい。 ていただきたい。

要援護高齢者の

把握や対策が難

しい。

3－② 災害時弱者対策

・観光客

大磯町 平塚市 茅ヶ崎市 藤沢市 鎌倉市 逗子市

・これまで対象

外 だ っ た。7 月

13 日の海水浴場

での訓練では、

遊びに来ている

人も参加した。

監視所の協力に

より道や山道な

どに誘導した。

・観光客は帰宅

困難者になる。

泊めてあげるこ

とが必要。

海水浴客への避

難訓練の実施。

オレンジフラッ

グの徹底　など。

七夕の際は「イレ

ギュラーケース」

として扱い、誘

導ルートの調整、

ブース間連携等

をはかる。

観光バスが通り

かかることもあ

る。学校が避難

場所になるだろ

う。

オレンジフラッ

ツを海の家にも

おいている。津

波訓練にも積極

的で「自分たちの

こと」ととらえて

いる。

・海水浴場組合、

江の島組合、テ

ラスモールとの

協定を締結する

予定。

・観光者につい

ては個別施設で

対応するしかな

い。

・駅や鉄道とは

訓練に参加して

もらっている。

避難ビル以外も

上がっていいは

ず。

学校行事等で事

前に問い合わせ

があった場合は

情報提供してい

る。

市民についてき

てもらうしかな

い。広報は不足

している。

観光施設に避難

ビルを設けてい

る。

7 月 15 日に避難

訓練を実施。

避難誘導訓練を

実施。

・外国人

帰宅困難者と同

じカテゴリー。

対策はこれから。

多 言 語 パ ン フ

レットを作成し、

公民館に設置。

多 言 語 カ ー ド

を 100 枚用意し

た（平成 22 年か

ら）。避難所で張

り出しを行う。

各事業所に委ね

る。 ハ ザ ー ド

マップは日本語

のみ。避難所で

は日本語ボラン

ティアを集める。

来街者には住民

についても行っ

てもらう。観光

商工課の管轄。

課題。英語表記

はあっても周知

に限界。放送の

徹底もきつい。

逗子は池子を抱

えている。

3－③ その他　喫緊の課題

大磯町 平塚市 茅ヶ崎市 藤沢市 鎌倉市 逗子市

隣接都市からの

避難者対応、水

門の開閉マニュ

ア ル、 許 容 量、

オレンジフラッ

グの活用、防災

無線の開局、観

光客対応など。

広報ツールの作

成や指定の段階

から、説明・周

知・訓練への移

行。

地域との連携が

急務。自助、共

助の中に市も参

画し、地域防災

力の強化を図る。

災害対策をしな

がら日常業務が

止まらないよう

にすること。

避難場所が足り

な い。 遊 歩 道

やサイクリング

ロードを空中に

作れれば避難所

にできる。夏は

海岸に 10 万人が

いる。

地区ごとの避難

計画の立案が必

要。

備蓄と備蓄品の

品質管理、生活

必需品の調達の

ための協定、自

転車商組合との

協定、要援護者

の情報把握、ト

イレなどの処理、

女 性 の 立 場 に

立った避難所の

運営体制構築等。

三浦半島の活断

層で地震が発生

したら一斉につ

ぶれてしまう。

県外と結ぶ必要

がある。

トンネルがつぶ

れると船が唯一

の出口となる。
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3－1－2．考察
　東日本大震災以降、各自治体は短期間に法に基づく地域防災計画の策定やハザードマップの改

訂、マニュアル作成、市民への広報等を行う一方、沿岸域における津波避難ビルの選定・協定、避

難訓練の実施、防災備蓄の整備、各種団体や自治体との連携等を実施するなどを急ピッチで進めて

いる。市民からの質問への対応等も同時に発生する。職員は日常の所属部署と並行して災害発生時

の役割を課され、逗子市が指摘するように休日もなく数年間の津波避難対策が行われてきた実態が

明らかとなった。

　しかし、対策においてはハザードマップの策定根拠が自治体によって異なること、津波避難ビル

との協定等の進捗も自治体間で差があること等が明らかとなった。観光客や来街者はもとより、近

隣自治体間で移動する住民も多数想定される中で、自治体によって対策が異なることは望ましいこ

とではない。

　一方で、観光客や外国人、要援護者等への対策は対住民対策に比べて遅れており、手が及んでい

ない現状が明らかとなった。自治体は居住する住民への安全対策を義務とするが、観光や交流産業

が経済的側面から大きな位置を占める湘南エリアでは、観光客や外国人は重要な存在である。1 日

10 万人を超える海水浴客を抱える海水浴場では、現実問題として収容力の限界を超えることも自

覚されていた。これらの対応は今後喫緊の課題である。

3－2．地域団体・事業者における地震津波防災対策実態調査
3－2－1．調査結果
　主に藤沢市、茅ヶ崎市における沿岸域の団体に対する調査を行った。聴取者は片山清宏である。

調査対象者は以下の通りである。

　調査結果を一覧表で示す。

図表 8　地域団体・事業者ヒアリング対象者一覧

分類 対象者 ヒアリング実施日

地域団体

ア 藤沢市鵠沼海岸 1丁目自治会 2011 年 12 月 28 日

イ 茅ヶ崎市美住町自治会 2012 年 9 月 1 日

ウ 湘南レスキュー隊 2012 年 9 月 21 日

事業者

ア 西浜サーフライフセービングクラブ 2012 年 1 月 17 日

イ 茅ヶ崎市漁業協同組合 2012 年 10 月 16 日

ウ 茅ヶ崎海水浴場事業協同組合 2011 年 10 月 19 日

1．津波避難対策から見た地域団体の特徴

地域コミュニティ 関連団体

ア イ ウ ア イ ウ

約630世帯、1200

人が加入。4 〜 5

年前に自主防災

会が結成、防災

部と兼務。

約860世帯、うち

要援護者は29人。

1 人につき 2 〜 3

人の支援者を登

録中。

マリンスポーツ

関連ショップ、

医師、漁師など

50 人程度のボラ

ンティア団体。

正会員約 190 人

で藤沢地域の海

水浴場の安全指

導、監視、人命

救助を行う。

組 合 員 数 約 70

人。津波避難時

は、漁船及び遊

漁船による避難

を実施する。

海の家は毎年 13

店程度開設。海

水浴客は毎年 14

万人程度。津波

避難時は、組合
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海難事故の際に

出動する。

が海水浴客に対

して室内誘導、

場外誘導、呼び

出し（海から上

がってもらう）を

実施する。

2．津波避難対策

地域コミュニティ 関連団体

ア イ ウ ア イ ウ

① ガイドライン

自治体のガイド

ラインによる。

自治体のガイド

ラインによる。

ガイドラインな

し

津波避難に関す

る行動マニュア

ルを作成

ガイドラインな

し。行政からも

指導なし。

ガイドラインあ

り。

② 3.11 以降、津波避難訓練は実施したか。その内容、明らかになった課題、今後の予定など

実施。備蓄食料

や要援護者の救

出、防災無線が

聞き取りにくい

などが課題。

実施。独居老人

等の把握が課題。

実施。行政の津

波避難訓練に参

加したが実際の

被災時に同様の

行政（海保など）

の協力を得られ

るかかが課題。

実 施。 ラ イ フ

セーバーはボラ

ンティアであり、

避難誘導の方法

や場所を自分た

ちで判断するこ

とが困難である

ことが課題。

避難訓練実施せ

ず。

避難訓練実施。

海水浴客の中で

も障がい者、高

齢者、子供の誘

導が課題。避難

誘導はできるが、

誘導場所を指示

することはでき

ないのが課題。

③ 津波避難について人材育成を実施しているか。

避難訓練を実施 防災リーダー研

修を実施。防災

アドバイザー育

成。

避難訓練を実施 普段のトレーニ

ング、各種研修

で実施

実施していない。 避難訓練を実施

3．課題

地域コミュニティ 関連団体

ア イ ウ ア イ ウ

① 津波避難について行政や他団体、住民に対する要望はあるか。ある場合その内容

津波対策につい

ては行政を信用

していない。行

政は公平性を重

視せざるを得な

いので決断がで

きない。

要支援者に対し

地域全体の防災

課題として捉え

てほしいが、登

録のあり方など

が課題

沖に避難した人

を助けるために

は、自衛隊や海

上保安庁、自治

体などとの連携

が必要。

夏のピーク時は

数万人の海水浴

客等がおり、避

難誘導は各種団

体、自治体、国

などとの連携が

必要。

漁師が避難時に

漁船で沖に出る

か、漁船を置い

たまま避難する

か決まっていな

いため、行政の

方でガイドライ

ンを出してほし

い。

花火大会やライ

ブなどのイベン

トが開催される

場合、事前に行

政や他団体との

避難誘導につい

ての調整が必要。
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（1） 津波避難対策から見た地域団体・事業者の特徴
　湘南地域において津波避難対策を実施している中心は自治会の自主防災会である。例えば、藤沢

市鵠沼海岸 1丁目自治会でも自主防災会を結成しており、日頃から地域防災の中心として要援護者

の把握や避難訓練、避難施設の管理等を行っている。

　マリンスポーツが盛んな湘南海岸の特性から、湘南レスキュー隊や西浜サーフライフセービング

クラブという地域団体が存在する。湘南レスキュー隊は、マリンスポーツ関連ショップ、医師、漁

師など 50 人程度のボランティア団体で、海難事故の際に出動する。西浜サーフライフセービング

クラブは NPO 法人で正会員約 190 人、藤沢地域の海水浴場の安全指導、監視、人命救助を行って

いる。両団体とも津波避難時に救助活動ができるように日頃からトレーニングを行っている。

　津波避難時を想定し漁業協同組合や海水浴場事業協同組合も日頃から対策を講じている。例え

ば、組合員約 70 人からなる茅ヶ崎市漁業協同組合は、釣り客を乗せた遊漁船の避難方法について

組合員同士で話し合い情報や課題を共有している。海水浴場事業協同組合では、津波避難時を想定

し海水浴客に対して室内誘導、場外誘導、呼び出し（海から上がってもらう）を実施する避難訓練を

行っている。

（2） 津波避難対策
1 ） ガイドラインおよびその内容

　自治会は、市の津波避難のガイドラインや津波ハザードマップを活用して「津波避難情報マップ」

等を作成し、自治体ごとに避難場所、避難方法等の方針を定めている。

　地域団体の津波避難対策ガイドラインの策定状況は様々である。湘南レスキュー隊はガイドライ

ンを作成していないが、西浜サーフライフセービングクラブは津波避難に関する行動マニュアルを

作成している。茅ヶ崎市漁業協同組合は、ガイドラインは作成しておらず、行政からも作成すべき

とう指導ないとのこと。茅ヶ崎海水浴場事業協同組合はガイドラインを策定している。

　なお、ガイドラインを作成していない団体は、市の津波避難のガイドラインや津波ハザードマッ

プを準用しているものと思われる。

② 観光客・外国人・弱者に対する津波避難対策についての思いや方針

避難時は自己判

断が原則であり、

観光客や要介護

者等の誘導方法

が課題。

要支援者であっ

ても原則、自主

避難をお願いし

ている。

ボランティア団

体なので必ず海

にいるとは限ら

ない。できる範

囲で救助する。

ライフセーター

バーは自らが率

先避難者となっ

て海浜利用客を

誘導する。

漁船で沖に出て

いる場合、漁業

無線で津波警報

を受信し、その

後は各漁船で判

断する

組合として海水

浴客の津波避難

誘導は可能な限

り実施する

③ 津波避難対策について、課題や広域で取り組むべきと考えている対策

自治会の範囲や

自治体の指定し

た避難所に限定

せず、自己判断

での避難場所の

確保ができるよ

うな連携を撮る

べき。

要支援者に対し

地域全体の防災

課題として捉え

るなかでの関係

機関連携が必要。

地域と学校の連

携が必要。

沖に避難した人

を助けるために

は、自衛隊や海

上保安庁、自治

体などとの連携

が必要。

夏のピーク時は

数万人の海水浴

客等がおり、避

難誘導は各種団

体、自治体、国

などとの連携が

必要。

漁船の避難につ

いてのガイドラ

インがない。津

波避難時に組合

の漁船の状況の

把握が課題

組合として海水

浴客の津波避難

誘導は可能な限

り実施するが、

行政や他団体と

の連携が必要。
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2 ） 津波避難訓練の内容や明らかになった課題

　ほぼ全ての自治会で避難訓練は実施されており、避難訓練によって多くの課題が明らかになって

いる。例えば、藤沢市鵠沼海岸 1丁目自治会では、避難ビルの屋上の耐久性重量の問題、避難ビル

の入口の施錠と破壊時の保証問題、備蓄食料の確保、要援護者の把握と救出、防災無線が聞き取り

にくさなどの課題が明らかになった。

　湘南レスキュー隊や西浜サーフライフセービングクラブは、メンバーがボランティアであること

から、避難誘導の方法や場所を自分たちで判断することが困難であることが課題として挙げられて

いる。

　茅ヶ崎海水浴場事業協同組合では、海水浴客の中でも障がい者、高齢者、子供の誘導が課題と

なっている。また、避難誘導はできるが、誘導場所を指示する権限はないこと、津波避難訓練には

参加する行政（県、市、海上保安庁、自衛隊など）が実際の被災時に同様の協力を得られるとは限ら

ないことなどの課題が明らかになった。

3） 津波避難に関する人材育成

　自治会の自主防災会において避難訓練を実施するとともに、防災リーダー研修を実施し、防災ア

ドバイザーを育成している。

　湘南レスキュー隊や西浜サーフライフセービングクラブでは、普段のトレーニングや各種研修に

おいて人材育成を行っている。

　茅ヶ崎市漁業協同組合や茅ヶ崎海水浴場事業協同組合では、特別な津波避難用の人材育成は行っ

ていない。

（3） 課題・要望
1） 行政や他団体、住民に対する要望

　行政は公平性を重視せざるを得ず津波対策について決断ができないので信用していないという声

が自治会においてあった。

　茅ヶ崎市美住町自治会からは、要援護者の救出は地域全体の課題として捉える必要があるので、

要援護者の情報を地域で共有できるような仕組みが必要であるいう意見があった。

　湘南レスキュー隊、西浜サーフライフセービングクラブ、茅ヶ崎海水浴場事業協同組合からは、

夏のピーク時にいる数万人の海水浴客等を救出するためには、自衛隊や海上保安庁、自治体などと

の連携が必要という要望があった。

　茅ヶ崎市漁業協同組合からは、漁師が避難時に漁船で沖に出るか、漁船を置いたまま避難するか

決まっていないため、行政の方でガイドラインを出してほしいという要望があった。

2） 観光客・外国人・弱者に対する津波避難対策について

　自治会では、津波避難時の判断は自己責任が原則であるとし、実際の津波避難時においては自分

で判断して避難してほしいと住民に伝えているという。要援護者であっても原則、自主避難をお願

いしているとのこと。

　湘南レスキュー隊や西浜サーフライフセービングクラブでは、メンバー自らが率先避難者となっ

て海浜利用客を誘導するよう指導しているという。観光客に対しては事前に津波避難対策について

の情報提供が難しいので誘導が困難であり、行政や地域団体との連携を深めていきたいとのこと。
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　茅ヶ崎市漁業協同組合では、漁船で沖に出ている場合、漁業無線で津波警報を受信し、その後は

各漁船が自己判断で避難する方針を取っているとのこと。

3） 津波避難対策についての課題や広域で取り組むべき課題

　自治会では、地域内の避難所に限定せず、自己判断で避難場所を行けるように、近隣自治会同士

で連携を図っている。要援援者の救出は地域全体の防災課題として捉える必要があり、関係機関と

の連携を模索している。また、地域と学校の連携が必要とのこと。

　湘南レスキュー隊、西浜サーフライフセービングクラブ、茅ヶ崎海水浴場事業協同組合は、夏の

ピーク時にいる数万人の海水浴客等を救出するためには、自衛隊や海上保安庁、自治体などとの連

携が必要であり、各機関に要望しているとのこと。

　茅ヶ崎市漁業協同組合は、津波避難時に沖合の漁船の状況を把握すること困難であるため、無線

環境の整備を行政や他団体と連携して進めていくとのこと。

3－2－2．考察
　津波避難においては忘れてはならないのが自己責任の考え方である。実際の津波避難時は自分で

判断して避難するしかなく、自治会においても住民にそのように伝えている。湘南レスキュー隊、

西浜サーフライフセービングクラブでもメンバーはボランティアであり、避難誘導はできるが避難

指示は出せないため、最終的には避難者の自己判断に任せざるを得ないと言っている。東日本大震

災から 2年半が経過した現在、市民の防災に対する意識の維持向上が重要となっており、そのため

には行政や自治会が用意した津波避難訓練を形式的に行うのではなく、住民が日頃から自主的に避

難訓練を行うことば望まし。今後は、市民の自己責任の意識と被災時の判断能力を養っていく必要

があるだろう。

　津波避難時における要援護者の救出は、最も難しい課題の一つである。第 1 に、実際に要援護

者の様態と所在の情報を把握することが困難である。要援護者の情報については、行政、自治会、

民生委員でそれぞれ独自に持っているが個人情報保護の問題があり、必ずしも共有されていない。

よって、実際の津波避難時に要援護者を救出する場合、行政、自治会、民生委員の連携が図られ

ず、全ての対象者を救出することができない可能性がある。第 2に、そもそも震災時には行政、自

治会、民生委員も被災されており、要援援者であっても救出してもらえるとは限らないという問題

がある。自治会では、原則、要援援者にも自主避難をお願いしているところがある。要援護者の把

握及び救出については近隣住民の繋がりを深めて、コミュニティ内で相互による助け合いが行える

ような体制をつくっていく必要があるだろう。

　湘南海岸は全国で有数の海水浴場を有しており、海水浴客をはじめ観光客への津波避難対策は喫

緊の課題である。第 1に、観光客に対する津波の危険性の事前周知である。例えば、湘南に海水浴

に訪れようとしている観光客に津波の危険を知らせることは観光振興にマイナスであるが、防災と

いう面では当然必要である。特に湘南海岸地域は観光振興に寄って地域経済が成り立っている部分

もあるため、海水浴客に対してどこまで津波の危険性を周知するかという問題は難しい。第 2 に、

海水浴期間では数万人の海水浴客がいるため、実際に津波避難の誘導を行うことは物理的に極めて

困難であるという問題がある。津波避難ビルの容量にも限界がある。これらの限界を観光客に知っ

てもらうとともに、行政、自治体、海岸組合、ライフセーバーが連携し、現実的な対応策を考えて

いくべきであろう。
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　津波避難対策における避難訓練、人材育成、ガイドラインの策定、避難時における行政や各団体

との連携などのノウハウや、運用上の現場の課題などは各地域で共有するものも多いが、実態とし

ては地域間で共有できていない。そういった各地域のノウハウや課題、優良事例を行政が主導して

収集し、地域で共有できる仕組みを作るのが望ましい。特に、湘南地域の海岸沿一体は津波対策に

ついて共有すべき事項が多く連携がしやすい地域であるため、行政が率先して行えば、湘南地域の

津波避難対策のモデルを全国の海岸地域の参考にすることができるだろう。その際、地域固有の情

報はそれぞれの地域が住民の自主性を活かしながら把握し、地域で共通する情報は国、県、各市町

の連携を進めて統一的に共有していく視点が必要だろう。

4．おわりに－総合考察

　以上の調査から、津波に対するリスクマネジメントは東日本大震災後 3年近くを経ても未だ途上

にあり、地域防災計画の改訂や新たな地震被害予測が発表される度に自治体は多岐に亘る対応に追

われていることが明らかとなった。そのようななかで、観光客や外国人、要援護者などの災害弱者

に対する対応は勢い後回しとならざるを得ない状況であった。また、東日本大震災のような想定を

はるかに超える規模の災害が生じた場合、完璧なリスクマネジメントは不可能であることが、自治

体、地域団体を問わず多くの調査対象者の共通認識であるように思われた。

　2020 年の東京オリンピック開催を控え、かつ観光産業に依存する地域を多く抱える相模湾沿岸

域において、この問題は一部の行政機関や団体に委ねればよいという類のものではない。対策に追

われてきた東日本大震災発災後の数年間を過ぎた現在、災害対策に関する相模湾沿岸共通の理念を

確立し、計画、対策の実施、広報・普及、見直しへと取り組みを具体化していくことが必要と思わ

れる。

　筆者らは上記の認識に基づき、2016 年度に文科省科学研究助成費基盤（C）を取得し、継続研究を

行っている。研究は未だ途上であるが、知見の集積のみならず、市民や学生に対する情報提供を通

じて課題を共有し、観光地としての湘南をどのように維持・発展するべきかを考えるきっかけに資

するものとしたい。
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